
＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．最適⼟地利⽤総合対策【①、③、④は令和５年度補正予算含む】

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的利⽤を⾏う農地
等を区分し、実証的な取組を⾏いつつ、⼟地利⽤構想図を作成し、その実現に必
要な農⽤地保全のための活動経費、基盤整備や施設整備費等を⽀援します。
① 地域ぐるみの話合いによる⼟地利⽤構想の概定、農⽤地保全のための実証的
な取組

② ⼟地利⽤構想図に基づく粗放的利⽤のための簡易な整備、農⽤地保全のため
の基盤整備や施設の整備

③ 粗放的利⽤の取組や省⼒化機械の導⼊等、農⽤地保全のための活動
④ 農⼭漁村活性化法に基づき、農⽤地保全事業を⾏う場合には農⽤地保全等
推進員の措置
【事業期間︓上限５年間、交付率（上限）︓＜ソフト＞定額（1,000万円/
年、粗放的利⽤⽀援（※）１万円/10a⼜は５千円/10a、農⽤地保全等推進
員 250万円/年）、＜ハード＞5.5/10 等】

２．最適⼟地利⽤推進サポート事業【令和５年度補正予算】
ITを活⽤した申請⼿続の簡素化を図るとともに、事業主体の取組内容や農地保

全状況等の確認、地域の課題解決のサポート、優良事例の横展開等を⽀援します。
【事業期間︓上限１年間、交付率︓定額】

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-6744-2665）

農⼭漁村振興交付⾦のうち
最適⼟地利⽤総合対策

＜対策のポイント＞
中⼭間地域等における農⽤地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な⼟地利⽤構想の策定、基盤整備等の条件整備、⿃獣被害防⽌対策、粗

放的な⼟地利⽤等を総合的に⽀援します。

＜事業⽬標＞
農⽤地保全に取り組み、事業⽬標を達成した地区数（100地区［令和８年度まで］）

Step ２
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⽤
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中⼭間地域等の実情に即した⼟地利⽤構想を実現

【農⽤地保全に資する基盤整備】

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的な利⽤を⾏う農地等
を区分し、実証的な取組を実施

【地域ぐるみでの話合い】 【⼟地利⽤構想の概定】

【粗放的利⽤のための条件整備】 【農業⽤ハウスの整備】【⼟地利⽤構想図の策定】

【⿃獣緩衝帯】 【蜜源作物の作付け】

【農⽤地保全の実証的な取組】

Step １

【計画的な植林】

⻑⼤法⾯の芝⽣化 放牧

【省⼒化機械の導⼊】

伐根・整地 ⽔路の補修・整備

⼟地利⽤構想図を策定し、農⽤地保全のための条件整備や各種取組を選択・実施

＜事業の流れ＞

国
⺠間団体

（⺠間企業、⼀般社団法⼈を含む）

都道府県 都道府県、市町村、地域協議会等
定額、5.5/10等

定額
（２の事業）

（１の事業）

※ 粗放的利⽤⽀援については、最⼤3年間

【令和６年度予算概算決定額 8,389（9,070）百万円の内数】
(令和５年度補正予算額 525百万円の内数)
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最適土地利用のための総合対策
（農山漁村振興交付金）

シソの取組 放牧の取組

アシやススキなどが繁茂 剪定しても継続栽培が困難
荒廃農地を解消したいけど、
これ以上手を広げられない…

農地が荒れると
景観も悪いわ…

先祖代々の農地、
管理しきれない…

農地をどのように
していくのか…

地域住⺠

農地所有者
市町村

地域でこんな声がありませんか？

「最適土地利用のための総合対策」
ができました！

農業者 地域住⺠

無理せず農地を
利用できるね！ 農地を利用する取組に

私も一緒にチャレンジしたいわ！

農地所有者市町村

地域のみなさんに農地を
安心して委ねられるわ！

担い手が耕作する農地と
そうでない農地を明確化して、
最適な構想を整理できた！

地域にあった農地の保全や体制をつくりましょう！

専⾨家を⼊れた話合い ⼟地利⽤構想の策定

話合いや先進地視察、
計画策定等の経費を支援！

植林の取組

詳しくはこちら
（農林⽔産省HP）

土地利用構想を策定するための
実証的な取組を支援！
また、その実現に向けた農用地保全のための
基盤整備や条件整備を支援！

地域ぐるみの話合いから
農用地保全のための
多様な取組を総合的
に支援します！

省⼒化機械の試⾏・導⼊

粗放的利用のための
種苗代や管理経費、
省力化機械の導入を支援！

農業者
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若者の雇⽤

粗放的利⽤
将来的な有機利
⽤
（緑肥作物）

福祉⽬的の農園利⽤
（ユニバーサル農園）

粗放的利⽤
（放牧）

粗放的利⽤
（蜜源作物）

販売・交流施
設

新規参⼊

計画的な植林

農業上の利⽤
が

⾏われる区域

農業上の利⽤
が

⾏われる区域

保全等
を進める区域

保全等
を進める区域

農業上の利⽤
が

⾏われる区域

⼭沿いの農地には
⿃獣対策が必要！

管理が難しい縁辺部
の農地は林地化

条件のいい農地は
担い⼿へ集約

管理しやすい
整備をしたい

⼤区画化で
スマート農業！

新規参⼊者のため
有機農業を推進

⾼齢者も活躍
できる場がほしい

農地を荒らさず
景観保全

放牧に興味が
あるけど

加⼯・販売施設
が欲しい

交流のための
施設が欲しい

中⼭間地域等の農⽤地保全を軸とした最適⼟地利⽤総合対策の実施
○ Step１で、地域ぐるみの話合いにより、⼟地利⽤の概略構想から、実証的な取組⾏いつつ、３年以内に⼟地利⽤構想を策定

（定額：上限 1,000万円/年）
○ Step２では、⼟地利⽤構想に基づく、農⽤地保全のための条件整備や各種取組を実施

（農⽤地保全のための簡易な基盤整備、農業環境整備（農業⽤ハウス等）：定率 5.5/10等、粗放的利⽤⽀援：定額 上限 10,000円/10a 等）
○ 農⽤地保全を推進する農⽤地保全等推進員の措置（上限250万円/年）

【最適⼟地利⽤総合対策の実施⼯程例】
Step１ 地域構想の策定 Step２ 農⽤地保全に資する取組

継続した取組
（５年以上）

１年⽬ ２年⽬ ３年⽬ ４年⽬ ５年⽬

⼟地利⽤の概略構想の整理・実証的な取組の実施
随時⾒直し⼟地利⽤構想の策定

農⽤地の保全等の実証的取組

⼟地利⽤構想の整理、構想図の策定
○ 複数の集落範囲による地域ぐるみの話合いにより、⼟地利⽤の概略構想を整
理
○ 営農を続けて守るべき農地、粗放的な利⽤を⾏う農地等を区分
○ 実証的な取組を通じて「⼟地利⽤構想」に反映

【最適⼟地利⽤推進サポート事業】
事業の円滑推進を図るため、全国サポート事業により、取組内容の確認、達成状況の確認、優良事例の横展開等を全国的に⽀援

地域での話合い

粗放的利⽤の取組

【⼟地利⽤構想に基づく取組】

省⼒化機械の導⼊
(⾃⾛式草刈機)

農⽤地保全に資する活動

協議会

地域
住民

農業者

自治会

社福
法人

農地
バンク

企業 ＮＰＯ

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

市町村
農委会 農地

所有者

耕作道路の舗装整備 ⼭腹⽔路の床版設置耐久性畦畔の整備 法⾯の補修整備

農⽤地保全のための基盤整備等

農⽤地保全に必要な取組の実施

⽔路の改修

放牧の取組 ソバの取組 計画的な植林景観作物の取組 ⿃獣緩衝帯の取組

養蜂家と連携した蜜源活⽤福祉⽬的の農園利⽤ 放任果樹の伐採

放牧の取組 省⼒化機械の導⼊試⾏

簡易な基盤整備

⼟地利⽤構想の実現に向けた取組

これまでと違った農地の活⽤にあたり、
技術や知識を有する者が各種取組を
コーディネート
（農⽤地保全等推進員：上限250万円/年）

ソフト定額⽀援：上限1,000万円/年

（ハード定率⽀援：5.5/10等、交付上限：2,000万円/年）

（ソフト定額⽀援：上限10,000円/10a ⼜は 上限5,000円/10a）

農業体験を通じた
環境教育

粗放的な利⽤による農業⽣産
上限10,000円/10a/年

農業⽣産の再開が容易な⼟地利⽤等
上限5,000円/10a/年

※ 活性化計画を作成していること
⼜は作成することが確実であること。

（ソフト定額⽀援：上限1,000万円/年）

実
証
的
な
取
組

持
続
可
能
な

取
組
検
証

【⼟地利⽤の概略構想および実証的な取組】

体制整備
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対策の概要

農⼭漁村振興交付⾦のうち
最適⼟地利⽤総合対策

事業要件等

事業内容︓地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、
粗放的利⽤を⾏う農地等を区分し、実証的な取組を⾏い
つつ、⼟地利⽤構想を作成し、その実現に必要な農⽤地
保全のための活動、基盤整備や周辺環境を整備する取組
を⽀援

対象地域︓特定農⼭村、振興⼭村、過疎、半島、離島、沖縄、奄美、
⼩笠原、特別豪雪地帯、指定棚⽥、旧急傾斜法の指定地
域、農林統計上の中⼭間地域、特認地域※１

実施主体︓都道府県、市町村、農業委員会、農業協同組合、⼟地改
良区、地域協議会、地域運営組織、農地中間管理機構

交付上限︓ソフト︓定額
上限1,000万円/地区/年（体制整備等）
上限10,000円/10a 等 （粗放的利⽤⽀援）※２
上限250万円/地区/年 （農⽤地保全等推進員）

ハード︓5.5/10 等（上限2,000万円/年）
実施期間︓最⼤５年間（２年以上５年以内）

※１ 都道府県知事による認定 ※２ 最⼤３年間

ソフト交付対象経費
⼈件費、旅費(調査等旅費、委員等旅費)、諸謝⾦、委託費、役務費(通信運搬費、報酬･
給与等)、機械器具費、⼯事費、測量設計費、⼯事雑費等（実証整備等経費を含む）

事業の流れ

国

定額、
5.5／10

定額

市町村※４ 地域住⺠・団体

農業者 ⼟地改良区

NPO その他

都道府県 市町村

地域協議会

⺠間企業
※３

地域ぐるみの話合い

※４ 地域協議会には市町村を構成員に
含めること。

法尻の排⽔対策荒廃農地の解消

粗放的利⽤等の定着⽀援

地域ぐるみの話合い、実施体制の整備
や専⾨家の派遣、先進地視察等の⼟地利
⽤構想の概定のための取組

粗放的利⽤な農地利⽤として、放牧、蜜源・
緑肥・省⼒・景観作物や緩衝帯利⽤、ビオトー
プ、計画的な植林への⽀援

粗放的な利⽤による農業⽣産 ︓上限10,000円/10a
農業⽣産の再開が容易な⼟地利⽤︓上限 5,000円/10a

４ 農⽤地保全等推進員の措置

ハード交付対象経費
⼯事費、測量設計費、機械器具費、営繕費、⽤地費及び補償費、実施設計費、換地費、
⼯事雑費

事業実施主体の例

１ 体制づくり、⼟地利⽤構想の概定

２ 実証的な取組から⼟地利⽤構想の策定

⻑⼤法⾯の芝⽣化

放牧

⼟地利⽤構想の策定農⽤地保全の実証的な取組

５ ⼟地利⽤構想に基づく農地保全のための基盤整備等

実証的な取組を踏まえた⼟地利⽤構
想の策定及び持続的に農⽤地を保全す
るための実証に関する取組、省⼒化機
械の導⼊

⼟地利⽤構想に基づき各種取組を選択・実施
なお、守るべき農地の⽣産基盤整備は、地域計

画の作成⼜は作成の⾒込みが必要
※ 本格的な整備にあたっては、連携する事業を活⽤

３ 粗放的利⽤体制整備

⼟地利⽤構想の慨定

農⽤地の保全等に関する事業を含む
活性化計画の作成を⾏うことで、⼈件
費を⽀援（上限250万円/年）

これまでと違った
農地の活⽤にあたり、
技術や知識を有する者

が各種取組を
コーディネート福祉⽬的の農地利⽤

景観作物の取組省力化作物の取組

都道府県

※３ 最適⼟地利⽤推進サポート事業
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．計画策定事業

① 計画策定⽀援事業
情報通信環境に係る調査、計画策定に係る取組を⽀援
します。

② 計画策定促進事業
事業を進める中で⽣じる諸課題の解決に向けたサポート、
ノウハウの横展開等を⾏う⺠間団体の活動を⽀援します。

２．施設整備事業
① 農業農村インフラの管理の省⼒化・⾼度化やスマート農

業の実装に必要な光ファイバ、無線基地局等の情報通信
施設及び附帯設備の整備を⽀援します。

② ①の情報通信施設を地域活性化に有効活⽤するための
附帯設備の整備を⽀援します。

［お問い合わせ先］農村振興局地域整備課（03-6744-2209）

＜対策のポイント＞
⼈⼝減少、⾼齢化が進⾏する農村地域において、農業⽔利施設等の農業農村インフラの管理の省⼒化・⾼度化やスマート農業の実装を図るとともに、地

域活性化を促進するため、情報通信環境の整備を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農業農村インフラの管理省⼒化等を図る情報通信環境の整備に取り組み、事業⽬標を達成した地区の創出（50地区［令和７年度まで］）

＜事業の流れ＞

国
都道府県 市町村等

都道府県

定額
⺠間団体

定額、1/2等

（１②の事業）国

（１①、２の事業）

（１①、２の事業）

農⼭漁村振興交付⾦のうち
情報通信環境整備対策 【令和６年度予算概算決定額 8,389（9,070）百万円の内数】

無線基地局。地域の取組内容に応じ
て適切な通信規格（LPWA、BWA、
Wi-Fi、ローカル5G等）を選定。

光ファイバ 無線基地局

情
報
通
信
施
設

排⽔機場

頭⾸⼯

⿃獣罠
センサー

公衆無線LAN

ため池 ドローン

農業集落排⽔

農業⽤ダム

選果場

居住エリア
⾃動給⽔栓

⾃宅から農地を
監視

事務所から施設を
監視・制御

農作業
体験施設

（情報通信施設の活⽤例）
農業農村インフラの管理の省⼒化・⾼度化に関する利⽤

地域活性化に関する利⽤スマート農業の実装に関する利⽤

光ファイバ

マルチセンサー
（気温、湿度等）

監視カメラ

⾃動給⽔栓

⽔位センサー

⾃動⾛⾏農機

ハウス
環境計測

38



計画策定事業（ソフト事業）

①計画策定⽀援事業（事業主体︓都道府県、市町村、⼟地改良区等／期間︓原則２年以内）

・・・国庫補助率︓定額

事業実施区域における情報通信
技術の利⽤ニーズ、地形条件、
既存の情報通信施設とその利⽤
可能範囲等の諸条件の調査

調査結果を基にした情報通信施
設の導⼊規格選定等に関する技
術的検討

(1) 事業実施区域における情報通信技術の
利⽤ニーズ等調査

(3) 機器の試験設置、試⾏調査

(2) 専⾨家の派遣、ワークショップ

(4) 整備計画の策定【必須】

 (1)の取組を補完するとともに、
地域のニーズに沿った情報通
信施設の整備に関する合意形
成を促進するための専⾨家の
派遣やワークショップの実施

事業実施区域における無線基
地局と⽔位センサ等の試験設
置

送受信機間の電波通信状況の
把握等のための試⾏調査

 (1)〜(3)の成果を踏まえた、
施設の整備に向けた「情報通
信環境整備計画（仮称）」の
策定

💡ポイント
計画を作った後は、
施設の整備に取り組
んでいただく必要が
あります。

②計画策定促進事業（事業主体︓⺠間団体／期間︓１年以内）
事業を実施する⾃治体、⼟地改良区等の課題解決を
全国的にサポートする⺠間団体の活動
全国横断的な課題への対応策の検討及び横展開
個別の事業実施地区への専⾨的な課題へのサポート
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施設整備事業（ハード対策） 国庫補助率︓1/2等、期間︓原則３年以内
事業主体︓都道府県、市町村、⼟地改良区等

※  「農業農村インフラ」とは、「ほ場、農業⽤⽤排⽔施設、農道等の農業⽣産基盤及び農業集落排⽔施設、農業集落道、営農飲雑⽤⽔施設、農業集落
防災安全施設等の農村⽣活環境基盤」を指します。

※ 補助の対象は事業実施主体が所有するものが基本です。

・・・

（３）①、②を活⽤して地域活性化に有効利⽤
するための附帯設備の整備（送受信機等）

（１）農業農村インフラの管理の省⼒化・⾼度化やスマート農業の実装に必要な
①光ファイバ、②無線基地局 の整備 【必須】

（２）①、②を活⽤して農業農村インフラの監視・制御やスマート農業を⾏うための
附帯設備の整備（送受信機等）

マルチセンサー
（気温、湿度、⾵⼒等）監視カメラ ⾃動給⽔栓

農業農村インフラの管理の省⼒化・⾼度化

⿃獣罠センサー

地域活性化

分⽔ゲートの監視・制御排⽔機場の監視・制御

⽔位センサー

活性化施設のフリーWi-Fi

ICTを活⽤した

スマート農業
ハウスの

環境管理

⿃獣被害
対策

⽔管理
農機の⾃動⾛⾏

RTK基地局
（Ntrip⽅式）

無線基地局光ファイバ

情
報
通
信
施
設
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＜対策のポイント＞
都市住⺠と共⽣する農業経営の実現のため、農業体験や農地の周辺環境対策、防災機能の強化等の取組を⽀援し、その際、都市農地の貸借に関係す

る取組を優先します。また、国の施策の⽅向性に沿ったモデル的な取組や都市部の空閑地を活⽤した農地や農的空間を創設する取組等を⽀援します。

＜事業⽬標＞
都市農地の貸借の円滑化に関する法律に基づき貸借された農地⾯積（255ha［令和６年度まで］）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．都市農業機能発揮⽀援事業

都市農業の多様な機能を発揮させるため、アドバイザーの派遣や税・相続に関す
る講習会の開催、都市住⺠の都市農業や農⼭漁村に対する理解醸成に効果的
な情報発信等の取組を⽀援します。

２．都市農業共⽣推進等地域⽀援事業
① 地域⽀援型

ア 都市住⺠と共⽣する農業経営への⽀援策の検討や都市農業の多様な機能
についての理解醸成、市⺠農園等の附帯施設の整備や都市農地の周辺環境
対策等の取組を⽀援します。

イ 都市農業者と都市住⺠が直接ふれあうマルシェの開催等による交流促進のた
めの取組を⽀援します。

ウ 防災機能の維持・強化等の取組を⽀援します。

② モデル⽀援型
国の施策の⽅向性に沿った取組を、複数の地域が連携して⼀体的に実施し、

当該取組をガイドライン化するなどにより、各地域へ波及させる取組を⽀援します。

③ 都市農地創設⽀援型
都市農業者や⾏政機関等が連携し、都市部の空閑地（駐⾞場等）を活⽤

して農地や農的空間を創設する取組等を⽀援します。

［お問い合わせ先］農村振興局農村計画課（03-3502-5948）

都市農業アドバイザーの派遣

都
市
農
業
共
⽣
推
進
等
地
域
⽀
援

都
市
農
業
機
能
発
揮
⽀
援

税・相続に関する講習会 都市住⺠への理解醸成や効果的な情報発信

都市住⺠と共⽣する農業経営の検討 都市住⺠との交流促進

●地域⽀援型
防災機能の維持・強化 都市農地貸借法

に基づく農地の貸
借による次世代
の担い⼿づくり等
の取組に対し、加
点により優先。

貸借

都市農業者
（担い⼿）

●モデル⽀援型
農
村
ই
␼
থ
भ
拡
⼤

環
境
負
荷
低
減
ष
भ
取
組

＜事業の流れ＞

国 ⺠間団体、地域協議会、
市区町村、JA、NPO法⼈等

定額

防災訓練や防災兼⽤
井⼾の整備

●都市農地創設⽀援型
駐⾞場を活⽤し、コミュニティ農園を創設

＜各地域への波及＞

当該取組を通じ、課
題や振興⽅策等を取
りまとめ、ガイドライン
などにより全国に波及
させる取組を⽀援。

マルシェ等の開催農作業体験会の開催

【令和６年度予算概算決定額 8,389（9,070）百万円の内数】

農⼭漁村振興交付⾦のうち
都市農業機能発揮対策
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※ 地域協議会の構成員に市町村を含むこと。

事業実施主体 ＜ ソフト対策 （⼀部ハード対策を含む）＞
○ 都市住⺠と都市農業者の共⽣、都市農業機能の理解醸成、都市農地の防災機能強化、都市農地の創設等への⽀援

〇 このほか、全国に向けた都市農業アドバ
イザーの派遣、都市農業経営の円滑な継
承のための相続等の相談、情報発信及び
啓発等、都市農業機能の発揮のための取
組を促進。

都市住⺠と共⽣する農業経営の実現

都市住⺠と共
⽣する農業経
営への⽀援

事業実施期間︓２年間
（＋⾃主取組︓１年間）
交付率等︓定額
上限︓250万円／年
（ハード事業の上限は150万
円⼜はソフト事業の1.5倍の
いずれか低い額）
実施区域︓都市計画区域
（ハード事業は⽣産緑地等の
み）
※ 施設整備の実施にはソフ

ト事業の実施が必須

都市住⺠と共⽣する農業経営への⽀援策等の検討及び地域住⺠等
が享受している都市農業の機能についての理解醸成
○農作業体験イベントの開催、農業者や関係者が連携した新たな

販売⽅法の検討等

情報発信活動
に関する⽀援

事業実施期間︓２年間
（＋⾃主取組︓１年間）
交付率等︓定額
上限︓100万円／年
実施区域︓都市計画区域
（特定市等以外は、複数の市
町村にまたがる取組に限る）

都市農業者と都市住⺠が直接触れ合うマルシェの開催などの⽀援

都市農地の周辺環境対策等に必要となる簡易な施設等の整備
○ 農薬⾶散、臭気、騒⾳、⼟ぼこり及び⼟砂流出を防⽌⼜は低

減するための施設
○ 農作業体験のための農機具庫、簡易トイレ、休憩所等附帯施

設その他当該農地の利⽤に必要な施設

○ マルシェ開催のための資材費（のぼり、横断幕、テント、調
理器具等）、会場借料、広報費⽤、運搬費等

○ 地域協議会

【構成員】
・都市農業者
・都市住⺠
・⾷品関連事業者
・NPO法⼈、⺠間企業、ＪＡ
・市街化区域内農地を有する市区町村

等

防災協⼒農地の機能の強化

都市農地の防災機能を強化するために必要な簡易な施設整備

都市農地の防
災機能を強化
するための活

動を⽀援

事業実施期間︓2年間
(＋⾃主取組︓１年間）
交付率等︓定額
上限︓150万円／年
（ハード事業の上限は50万
円⼜は総事業費の1/2のい
ずれか低い額）
実施区域︓都市計画区域
（ハード事業は防災協⼒農
地の指定（⾒込み含む。）
で、かつ⽣産緑地等のみ）
※ 施設整備の実施にはソ

フト事業の実施が必須

都市農地が持つ防災機能の維持⼜は強化及び都市住⺠等への周知

○ 防災訓練・炊き出し訓練実施費、防災協⼒農地の周知のた
めのポスターやチラシ作成、避難所マップの作成、看板の設
置、防災協⼒農地要綱作成のための調査費⽤等

○ 防災兼⽤井⼾の設置、避難を円滑にするための進⼊路の拡
幅等

実
践
団
体
の
取
組
へ
の
⽀
援

地
域
協
議
会
の
取
組
へ
の
⽀
援

○ 都市農業者・都
市住⺠等で組織す
る団体、ＮＰＯ法
⼈、⺠間企業、市
区町村、ＪＡ等

○ 都市農業者・都
市住⺠等で組織す
る団体、ＮＰＯ法
⼈、⺠間企業、市
区町村、⼟地改良
区、ＪＡ 等
※市区町村が構成員⼜

は連携が必須

マルシェの開催

防災訓練や防災兼⽤
井⼾の整備

都市住⺠の農作業体験

【地域⽀援型】

【モデル⽀援型】
都市農業における有機農業等の普及など国の施策の⽅向性に沿った取組を複数の地域等が連携し

て⼀体的に実施し、当該取組をガイドライン化し、各地域へ波及する取組を⽀援

【令和６年度予算概算決定額 8,389（9,070）百万円の内数】■都市農業機能発揮対策

【都市農地創設⽀援型】
宅地の農地転換による農地の創設や都市部の空閑地における農的空間（⾮農地を活⽤した農園

等）の創出、地⽅部における⽣産緑地の導⼊促進を⽬指すため、都市農業者や農業団体、⾏政の関
係者の連携体制の構築等を⽀援 42



「ディスカバー農⼭漁村の宝」について
む ら

「ディスカバー農⼭漁村の宝」とは、⾃⽴した「強い農林⽔産業」、「美しく活⼒ある農⼭漁村」
の実現に向け、農⼭漁村の有するポテンシャルを引き出すことによる地域の活性化や所得向上に
取り組んでいる優良事例を選定し、全国へ発信することを通じて他地域への横展開を図る取組

む ら

あん・まくどなるど 上智⼤学⼤学院教授
今村 司 （株）読売巨⼈軍代表取締役社⻑
織作 峰⼦ ⼤阪芸術⼤学教授、写真家
⽥中 ⾥沙 事業構想⼤学院⼤学学⻑
永島 敏⾏ 俳優、(有)⻘空市場 代表取締役
林 良博（座⻑） 国⽴科学博物館顧問、東京⼤学名誉教授
藤井 ⼤介 (株)⼤⽥原ツーリズム代表取締役社⻑
三國 清三 オテル・ドゥ・ミクニ オーナーシェフ
向笠 千恵⼦ フードジャーナリスト、⾷⽂化研究家
横⽯ 知⼆ （株）いろどり 代表取締役社⻑

（五⼗⾳順、敬称略）

有識者懇談会委員

■ 有識者懇談会により選定地区を決定

■ 総理⼤⾂官邸で交流会を開催

■ 三⽥共⽤会議所で選定証授与式を開催

●有識者懇談会には、有識者のほか、内閣官房⻑官、内閣総理⼤⾂補
佐官、農林⽔産⼤⾂、地⽅創⽣担当⼤⾂、内閣官房副⻑官が御出席

■ 平成26年度の開始以来、315件を選定
●第６回選定（R1年度）から個⼈部⾨を選定。第８回選定（R3年

度）から有識者懇談会委員ごとの特別賞を新設するなど、新たな
選定⽅針により実施。

■ 受賞体系（第10回選定）

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回 第９回 第10回
計

(H26) (H27) (H28) (H29) (H30) (R1) (R2) (R3) （R4） （R5）

選定件数 23 27 30 31 32 36
(５)

32
(４)

38
(４)

37
（４）

29
（２）

315
(19)

グランプリ
・優秀賞等 －

４ ５ ６ ６ ６ ６ 16 16 16※ 81

（写真は第10回選定、令和５年12⽉）

「ディスカバー
農⼭漁村の宝」
特設ホームペー

ジはこちら

※他に第10回記念賞１件

※（ ）は個⼈の選定件数

有識者懇談会委員から特別賞発表、
選定証等の授与 選定地区のスピーチ、インタビュー 地区同⼠の交流

（写真は第10回選定、
令和５年12⽉）

内閣総理⼤⾂、内閣官房⻑官等と
選定地区代表者で全体記念撮影

内閣総理⼤⾂と選定地区の交流 農林⽔産⼤⾂、内閣府⼤⾂、総理補佐官、
有識者懇談会委員（座⻑）と記念撮影
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①地域の将来像についての話し合いやコミュニティ
形成の場づくり

②地域に住み続けるための定住条件の整備や⽣活イ
ンフラ等の確保
例︓情報通信環境や地域内交通の確保 など

しごと くらし 活 ⼒

①中⼭間地域等の特性を活かした営農の実現
②地域資源を活⽤した所得と雇⽤機会の創出（農

⼭漁村発イノベーション）
例︓農村×⽣物多様性、⼭村×観光などによる地

域資源の⾼付加価値化 など

①地域を持続的に⽀える体制づくり
②関係⼈⼝の創出・拡⼤等を通じた地域を⽀える⼈材
づくり

③「⼈⼝急減地域特定地域づくり推進法」を活⽤
した若者等の活躍の場づくり など

中⼭間地域での営農の確保

地域資源の磨き上げ

地域運営組織の形成

地域内交通の確保・維持

農林⽔産省では、農⼭漁村の地域づくりを応援するため、地域の実態や要望を直接把握し、関係府省とも連携して課題の解決を図ることとしています。
このため、農⼭漁村の現場で地域づくりに取り組む団体や市町村等の皆様からの相談を受け付け、地域づくりに関する取組を後押しするための窓⼝

「農⼭漁村地域づくりホットライン」を開設しました。

＜ホットラインでの主な⽀援内容＞
① 農⼭漁村における地域づくりの実態や要望・課題をお伺いし、相談者に寄り添い、ともに考えます
② 相談内容を踏まえ、他府省を含めた国の⽀援制度をご紹介します
③ 参考となる全国各地の取組事例をご紹介します
※本ホットラインは、地域づくりに関する取組の後押しを⽬的としており、特定の個⼈への⽀援を⽬的としたご相談は対象となりません。

農村×福祉（農福連携）

地域のビジョンづくり

農山漁村地域づくりホットライン

地域内外の若者の雇⽤関係⼈⼝の創出配⾷サービス

※ ⾷料・農業・農村基本計画では、「しごと」、「くらし」、「活⼒」を３つの柱として農村の振興を進めることとしています。＜相談内容のイメージ＞

各県のホットライン
はこちら
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参考資料（WEBリンク）集

パンフレット・マニュアル等

農⼭漁村発イノベーション対策

＜逆引き資料＞

https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/index.html#gyakubiki

QRコード

農⼭漁村発イノベーション対策
（地域活性化型）
＜よくある質問等＞

https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/index.html#tiikikasseika

QRコード

農⼭漁村発イノベーション対策
(農⼭漁村発ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出⽀援型、産業⽀援型)

＜パンフレット等＞

https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/shien.html

QRコード

農⼭漁村発イノベーション対策
（定住促進・交流対策型）

＜ガイドブック等＞

https://www.maff.go.jp/j/kasseika/k_seibi/seibi.html

QRコード

農⼭漁村発イノベーション対策
（農泊推進型）

＜農泊ポータルサイト＞

https://nohaku.net/

QRコード

農⼭漁村発イノベーション対策
（農福連携型）

＜パンフレット・マニュアル＞

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/noufuku/pamphlet.html

QRコード

中⼭間地農業推進対策

＜農村型地域運営組織のページ＞

https://www.maff.go.jp/j/nousin/nrmo/

QRコード

⼭村活性化対策

＜⼭村振興のページ＞

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/

QRコード

最適⼟地利⽤総合対策

＜説明資料＞

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tikei/houkiti/saitekitochiriyo.html

QRコード

情報通信環境整備対策

＜リーフレット、ガイドライン等＞

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/jouhoutsuushin/jouhou_tsuushin.html

QRコード

都市農業機能発揮対策

＜パンフレット、動画等＞

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/tosi_nougyo/hojo_gaiyou.html

QRコード
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参考資料（WEBリンク）集

事例集等

農⼭漁村発イノベーション対策

https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/index.html#zirei

QRコード

農⼭漁村発イノベーション対策
（地域活性化型）

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/shinko_kouhukin.html#tiikikasseika

QRコード

農⼭漁村発イノベーション対策
（農泊推進型）

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/nouhakusuishin/nouhaku_top.html#torikumi

QRコード

農⼭漁村発イノベーション対策
（農福連携型）

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/noufuku/jirei.html

QRコード

中⼭間地農業推進対策
（農村型地域運営組織形成推進事業）

https://www.maff.go.jp/j/nousin/nrmo/

QRコード

⼭村活性化対策

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/s‐zirei/zirei.html

QRコード

最適⼟地利⽤総合対策

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tikei/houkiti/saitekitochiriyo.html

QRコード

情報通信環境整備対策

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/jouhoutsuushin/attach/pdf/jouhou_tsuushin‐19.pdf

QRコード

都市農業機能発揮対策

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/tosi_nougyo/hojo_jirei.html

QRコード

交付等要綱・要領、
公募情報の掲載場所

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/shinko_kouhukin.html

QRコード

農⼭漁村発イノベーション対策
（定住促進・交流対策型）

https://www.maff.go.jp/j/kasseika/k_seibi/zirei2.html

QRコード
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